
令和７年度 12 月緊急補正予算案の概要 

１．補正予算の概要 

国の総合経済対策を踏まえ、エネルギー・食料品等の物価高騰の影響を受ける市民や市内事業者を速

やかに支援するため、補正予算を編成する。 

２．補正予算の規模 

一 般 会 計   106 億 6,700 万円 

３．補正予算の内容 

○物価高対応子育て応援手当 44 億円 (こども家庭局) 

➢ 児童手当支給対象児童を養育する父母等に対し、手当を支給（児童１人あたり２万円）

○学校給食における保護者負担の軽減【令和８年度分】 53 億 5,200 万円 (教育委員会) 

➢ 小学校給食の無償化、中学校における学校給食食材費の高騰対策

○児童福祉施設等への運営支援 ３億 6,300 万円 (こども家庭局) 

➢ 児童福祉施設等に対する光熱費・食材費の高騰対策

○介護・障害福祉サービス施設等への運営支援 ５億 5,200 万円 (福 祉 局) 

➢ 介護・障害福祉サービス施設等に対する光熱費・食材費の高騰対策

財源内訳 (単位：百万円) 

※国庫支出金 67 億 4,500 万円には、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 23 億 4,500 万円を含む。

予算額累計  (単位：百万円) 

予算現計 今回補正額 補正後予算額 

一般会計 1,011,191 10,667 1,021,858 

事業費 
左の財源内訳 

国庫支出金※ 県支出金 市債 その他特定財源 一般財源

一般会計 10,667 6,745 3,922 - - -
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４．繰越明許費補正 

(一般会計)                                   (単位：百万円) 

所 管 局 事     業 補正額 

教育委員会 学校給食食材費高騰対策 5,352 

合    計 5,352 

 

※百万円未満を四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。 
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